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（千円）

26 27 27

年度 年度 年度 年度 年度

年度 年度 年度 年度

5 施策の目的そのものである。
4
3 施策の目的に沿ったものである。
2
1 施策の目的に全くそぐわない。

5 町民ニーズに直結する。
4
3 受益者のニーズは捉えている。
2
1 町民ニーズを捉えたものと言えない。

5 町が積極的に関与すべきものである。
4
3 今のところ関与は妥当と判断できる。
2
1 町が関与すべきでない。

5 町民がおおいに満足している。
4
3 町民がほぼ満足している。
2
1 町民が満足していない。

5 具体策が明確で、成果実績が向上している。
4
3 具体策が明確で、成果の向上が期待できる。
2
1 問題を解決できる目処が全く無い。

5 施策推進への貢献は多大である。
4
3 施策推進に必要である。
2
1 施策推進につながらない。

5 活動指標が向上し、新しい活動指標を設定できる。
4
3 計画・手段が効率的である。
2
1 活動指標の実績が上がらず、効率的な手段でない。

5 予算額内で目標以上の成果実績の向上が見られた。
4
3 予算額内で目標の８０％以上の実績をあげた。
2
1 成果実績に対して、予算額が過大である。

5 コスト効率が良く、サービスとのバランスが良い。
4
3 適当な受益者負担と判断できる。
2
1 コスト効率が悪く、受益者以外の負担が大きい。

5 施策の目的そのものである。
4
3 施策の目的に沿ったものである。
2
1 施策の目的に全くそぐわない。

5 町民ニーズに直結する。
4
3 受益者のニーズは捉えている。
2
1 町民ニーズを捉えたものと言えない。

5 町が積極的に関与すべきものである。
4
3 今のところ関与は妥当と判断できる。
2
1 町が関与すべきでない。

5 町民がおおいに満足している。
4
3 町民がほぼ満足している。
2
1 町民が満足していない。

5 具体策が明確で、成果実績が向上している。
4
3 具体策が明確で、成果の向上が期待できる。
2
1 問題を解決できる目処が全く無い。

5 施策推進への貢献は多大である。
4
3 施策推進に必要である。
2
1 施策推進につながらない。

5 活動指標が向上し、新しい活動指標を設定できる。
4
3 計画・手段が効率的である。
2
1 活動指標の実績が上がらず、効率的な手段でない。

5 予算額内で目標以上の成果実績の向上が見られた。
4
3 予算額内で目標の８０％以上の実績をあげた。
2
1 成果実績に対して、予算額が過大である。

5 コスト効率が良く、サービスとのバランスが良い。
4
3 適当な受益者負担と判断できる。
2
1 コスト効率が悪く、受益者以外の負担が大きい。

年度

公有財産（普通財産）の把握と土地建物等の売却可能資産の洗
い出し。売却可能資産の処分の促進。

年度予定

円 19,130,600

処分面積

新規 継続 変更

公有財産（普通財産）処分事業

9月末の実績

869.2

29

50%

50%

Ｄ

合計点が

14～15：Ａ
10～13：Ｂ
 8～ 9：Ｃ
 5～ 7：Ｄ
 3～ 4：Ｅ

Ｂ

Ｄ

Ｂ

合計点が

14～15：Ａ
10～13：Ｂ
 8～ 9：Ｃ
 5～ 7：Ｄ
 3～ 4：Ｅ

2,756

年度　事務事業評価シート27

550

年度決算

山林、原野の土地が多く、また、農地や宅地で
あったとしても立地条件、土地の形など販売に
不適な個所が多く安定した販売が見込めない。
土地の売却が進展しないため、維持管理費が固
定的にかかり財政を圧迫する一因となってい
る。

区分年度

行政事務一般ソフト事業 施設等維持管理

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

処分価格

28

目標26

3,000 3,000 12,000

25%

28

事 業 の 効 果

合計点が

14～15：Ａ
10～13：Ｂ
 8～ 9：Ｃ
 5～ 7：Ｄ
 3～ 4：Ｅ

手 段 の 最 適 性 2

3

5

自

己

の

課

題

認

識

Ａ

5

受 益 者 負 担 の 適 正

合計点が

14～15：Ａ
10～13：Ｂ
 8～ 9：Ｃ
 5～ 7：Ｄ
 3～ 4：Ｅ

Ａ

合計点が

14～15：Ａ
10～13：Ｂ
 8～ 9：Ｃ
 5～ 7：Ｄ
 3～ 4：Ｅ

実　績

0.08

所

属

長

の

課

題

認

識

成 果 向 上 の 可 能 性 2

平成

26

有効性

一

次

評

価

（

所

属

長

）

妥当性

目 的 の 妥 当 性 5

町民ニーズへの対応 5

町 の 関 与 の 妥 当 性

妥当性

有効性

効率性

目 的 の 妥 当 性

町民ニーズへの対応

町 の 関 与 の 妥 当 性

事 業 の 効 果

成 果 向 上 の 可 能 性

施 策 へ の 貢 献 度

自

己

評

価

（

担

当

責

任

者

）

5

5

3

2

1

3

コ ス ト 効 率

5

1

事

務

事

業

の

評

価

合計点が

14～15：Ａ
10～13：Ｂ
 8～ 9：Ｃ
 5～ 7：Ｄ
 3～ 4：Ｅ

施 策 へ の 貢 献 度 5

手 段 の 最 適 性

効率性 コ ス ト 効 率 2

受 益 者 負 担 の 適 正 3

台帳整備についてもっとスピードアップが必
要。台帳整備によって販売可能個所と不適箇所
をきちんと把握し、可能個所の積極的売却に努
める必要がある。上久原区画整理区域内につい
ては、組合と早急に協議し仮換地を確定する必
要がある。

550.64

目　標

公有台帳の整備（売却可能資産の洗い出し）

売却計画を策定するうえで必要であり、整備を完了する
ことが先決である。

3,000

25%

30

27

550.64

6,883

0.08

3,306

6,883

地 方 債

1,736

0.08

財
源
内
訳

一 般 財 源 2,550

7,073

今年度の課題への
対応状況（途中経過）

① 人 工 数

② 人 件 費 単 価

③補助事業人件費

人件費(①×②－③)

指標設定
の考え方

成果指標

事
務
量

事 務 事 業 名

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

向こう５年間の直接事業費の推移
（千円）

565.84

事 業 の 性 格

会 計 名 称

事 業 の 対 象

事 業 の 目 的

予 算 事 業 名

一般会計 予 算 科 目

事 業 費 及 び 財 源 内 訳

事
業
費

項 目

公有財産（普通財産）全般

9月末の執行状況27 27

1,171

㎡

合 計

565

1,736

項 目 単位年度決算 年度予算

2,000

3,306

4454.61

28,982,988

そ の 他

1

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

直 接 事 業 費

久山町普通財産の管理及び処分等に関する要綱

4454.61

50,000,000

2,550

年度実績年度実績

32

3,000

5年間の合計31

事業の内容

550

法令根拠等

人 件 費

公有財産（普通財産）の売却処分の促進

改善策の具体的
取り組み（当初）

改善策の具体的
取り組み

（二次評価後）

実 施 期 間
【開始年度】 平成

公有財産（普通財産）処分事業

5

経営企画課

安倍　達也

担 当 課

所 属 長 名12

平成【終了年度】 設定なし

行政運営の基本指針

年度(予定)

篠原 正継

効率的で健全な行財政運営の推進

担当責任者名（記入者）

電話番号（内線）
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年度

日答申期限： 月

成 果 向 上 の 可 能 性

町 の 関 与 の 妥 当 性

課

題

認

識

平成 年度(予定)

山林、原野の土地が多く、また、農地や宅地であったとしても立地
条件、土地の形など販売に不適な個所が多く安定した販売が見込め
ない。土地の売却が進展しないため、維持管理費が固定的にかかり
財政を圧迫する一因となっている。

Ａ

Ｂ

Ｄ

台帳整備についてもっとスピードアップが必要。台帳整備によって
販売可能個所と不適箇所をきちんと把握し、可能個所の積極的売却
に努める必要がある。上久原区画整理区域内については、組合と早
急に協議し仮換地を確定する必要がある。

妥当性

有効性

5

効率性

自

己

評

価

（

担

当

責

任

者

）

課

題

認

識

2

5

1

1

目 的 の 妥 当 性

事 業 の 効 果

3

5

手 段 の 最 適 性

コ ス ト 効 率

施 策 へ の 貢 献 度

手 段 の 最 適 性

コ ス ト 効 率

5

Ｂ

Ｄ
受 益 者 負 担 の 適 正

担 当 課 経営企画課

2

町 民 ニ ー ズ へ の 対 応

効率性

5

3

2

妥当性

5

3 事 業 の 効 果

Ａ

有効性

5

3

公有財産（普通財産）処分事業

平成

電話番号（内線）

【開始年度】
公有財産（普通財産）全般 実 施 期 間

安倍　達也

継続 変更

1 5

改善策の具体的
取り組み

（二次評価後）

設定なし

一般ソフト事業 施設等維持管理 行政事務

篠原 正継

法令根拠等事 業 の 性 格

改善策の具体的
取り組み（当初）

事 業 の 目 的 公有財産（普通財産）の売却処分の促進

会 計 名 称

事 業 の 対 象

効率的で健全な行財政運営の推進

【終了年度】

所 属 長 名一般会計

平成 27 年度　事務事業評価シート（裏面） 新規

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

事 務 事 業 名

予 算 科 目 2

指摘事項を踏まえ、事務改善、事業
推進に努め、今年度の事務事業評価
シートに反映させること。

事業の内容
公有財産（普通財産）の把握と土地建物等の売却可能資産の洗
い出し。売却可能資産の処分の促進。

（

所

属

長

）

一

次

評

価
受 益 者 負 担 の 適 正

目 的 の 妥 当 性

町 民 ニ ー ズ へ の 対 応

自己評価は、担当者が主
に事業推進を効率的効果
的に進めたかどうかを評
価したもの。

一次評価は、担当者の自
己評価を踏まえて施策の
推進を念頭に置き、所属
長が評価したもの。

2

町 の 関 与 の 妥 当 性

一次評価結果のとおり事業廃止と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

公有財産（普通財産）処分事業 予 算 事 業 名

成 果 向 上 の 可 能 性

施 策 へ の 貢 献 度

5

久山町普通財産の管理及び処分等に関する要綱

市民サービスに直結する主要事業のため、評価そのものを行政評価委員会に諮ることとする。

□

 上久原土地区画整理事業区域内の土地については、組合の保留地処分の動向を見極め、仮換
地指定を受けた土地について、一般競争入札により処分する。また、猪野ダム残土捨場跡地
や県産廃処分場跡地は、既に某企業と処分に向け協議中であるが、平成28年度中にその一部
の土地の処分に努めること。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

行政運営の基本指針 担当責任者名（記入者）

一次評価結果より以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

□

二

次

評

価

施

策

を

踏

ま

え

た

判

断
□

□

□

□

一次評価をやり直し、

月

提出すること。

行政評価委員会で評価する。

までに事務局へ日

町の乱開発防止で残った土地を処分されていることはわかりましたが、本事業は法改正もあり必須事項であるため、期日（目標）を決めて速やか
な台帳整備を進めていただきたい。このことは土地のマネジメントの観点からも望まれ、売却が進むことで無駄な維持管理費が少しでも削減され
ることが期待される。成果指標については、台帳の整備は短期的な指標と思われるため、売却予定等の計画とその進捗率を今後検討されてはどう
かと考える。

答申の内容

一次評価は以下の点で問題がある又は判断されるため、一次評価の見直しを求める。

コメント欄

□

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外

部

評

価

経
営
者
会
議
の
最
終
判
断

□

事業の縮小を検討する。

事業の休止、廃止を検討する。

□

■

□

さらに重点化する。

現状のまま継続する。

右記の点を見直しの上、継続する。

事業の方向性

一次評価結果のとおり事業縮小と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

■


